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◇秋田県少子化対策基金条例（秋田県条例第２号）
１　少子化に対処するための施策を推進し、もって県民が安心して豊かに暮らすことのできる社会の実現に寄与するた
め、民間の団体及び企業が行う安心してゆとりを持って子どもを生み、育てることができる環境の整備、結婚を希望
する者への支援等の取組を支援する資金として、秋田県少子化対策基金（以下「基金」という。）を設置することと
した。（第１条関係）
２　基金の積立て、現金の管理、運用益金の処理、現金の繰替運用、基金の処分及び規定の委任について定めることと
した。（第２条～第７条関係）
３　施行期日
　　この条例は、平成22年４月１日から施行することとした。

◇秋田県職員定数条例の一部を改正する条例（秋田県条例第３号）
１　職員の定数を次のとおりとすることとした。（第２条関係）　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人）
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２　施行期日
　　この条例は、平成22年４月１日から施行することとした。

◇一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例（秋田県条例第４号）
１　獣医学に関する専門的知識を必要とし採用が困難と認められる職に新たに採用された職員に対し、初任給調整手当
（支給限度額30,000円）を支給することとした。（第９条の２関係）
２　特別急行列車等に係る通勤手当の加算について、支給額を特別急行料金等の全額（現行２分の１）に相当する額に
引き上げるとともに、当該加算を受ける者に新たに職員となった者を加えることとした。（第12条関係）
３　月60時間を超える時間外勤務に係る時間外勤務手当の支給割合を100分の150（現行100分の125又は100分の135）に
引き上げるとともに、当該時間外勤務に代わる代休時間を取得した場合には、当該支給割合と本来の支給割合との差
分に相当する手当は支給しないこととした。（第15条関係）
４　施行期日等
　⑴　この条例は、平成22年４月１日から施行することとした。
　⑵　この条例の施行に関し所要の経過措置を規定することとした。
　⑶　職員の育児休業等に関する条例（平成４年秋田県条例第６号）について、所要の規定の整理を行うこととした。

◇職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例（秋田県条例第５号）
１　月60時間を超える時間外勤務に係る時間外勤務手当の支給割合と本来の支給割合との差分に相当する手当の支給に
代えて正規の勤務時間においても勤務することを要しない日又は時間（時間外勤務代休時間）を指定することができ
ることとした。（第８条の４関係）
２　その他所要の規定の整理を行うこととした。
３　施行期日等
　⑴　この条例は、平成22年４月１日から施行することとした。
　⑵　次の条例について所要の規定の整理を行うこととした。
　　①　一般職の職員の給与に関する条例（昭和28年秋田県条例第22号）
　　②　職員団体のための職員の行為の制限の特例に関する条例（昭和41年秋田県条例第35号）
　　③　一般職の任期付研究員の採用等に関する条例（平成12年秋田県条例第152号）

◇秋田県県税条例の一部を改正する条例（秋田県条例第６号）
１　県民税
　⑴　給与の支払を受ける者等で所得税法の規定により扶養控除等申告書等を提出するものは、扶養親族に関する事項
を記載した申告書を市町村長に提出しなければならないこととした。（第37条の５関係）

　⑵　清算所得課税制度の廃止に伴い、所要の規定の整備を行うこととした。（第11条、第30条の２、第44条、第45条
及び附則第13条関係）

　⑶　非課税口座内の少額上場株式等に係る譲渡所得等の計算の特例について、非課税口座内の少額上場株式等に係る
譲渡所得等の金額とそれ以外の株式等に係る譲渡所得等の金額とを区分して計算することとした。（附則第12条の
３の２関係）

　⑷　個人の県民税の徴収取扱費の算定の基礎となる金額の特例について、平成22年度の算定基礎額を3,300円（本則
3,000円）とすることとした。（附則第12条の７関係）

　⑸　法人の県民税の法人税割に係る税率を5.8％（本則5.0％）とする特例措置の適用期間を平成28年３月31日（現行
平成23年３月31日）まで延長することとした。（附則第13条関係）

２　事業税
　　清算所得課税制度の廃止に伴い、所要の規定の整備を行うこととした。（第49条、第51条、第53条及び附則第14条
の２の３関係）

知事の事務部局

　下記以外の職員

　公営企業の業務に従事する職員

知事以外の事務部局
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３　不動産取得税
　⑴　新築住宅を宅地建物取引業者等が取得したものとみなす日を住宅新築の日から１年（本則６月）を経過した日と
する特例措置の適用期限を平成24年３月31日（現行平成22年３月31日）まで延長することとした。（附則第14条の
７関係）

　⑵　新築特例適用住宅用土地に係る税額の減額措置について、土地取得後住宅新築までの経過年数を３年又は４年
（本則２年）とする特例措置の適用期限を平成24年３月31日（現行平成22年３月31日）まで延長することとした。
（附則第14条の７関係）

　⑶　農地保有合理化法人等が担い手農業者確保事業により取得する農地等に係る納税義務の免除措置等の期間を10年
（本則５年）とする特例措置を廃止することとした。（附則第17条関係）

４　県たばこ税
　⑴　県たばこ税の税率を、平成22年10月１日以後に売渡し等が行われた製造たばこに限り、1,000本につき1,504円
（現行1,074円）とすることとした。（第83条関係）

　⑵　⑴にかかわらず、旧三級品の紙巻たばこに係る県たばこ税の税率を、平成22年10月１日以後に売渡し等が行われ
た製造たばこに限り、1,000本につき716円（現行511円）とすることとした。（附則第18条の３関係）

５　自動車取得税
　⑴　当分の間、自家用の自動車で軽自動車以外のものの取得に対して課す自動車取得税の税率を５％（本則３％）と
することとした。（附則第18条の４関係）

　⑵　初めて新規登録等を受ける車両総重量が2.5トンを超え3.5トン以下のバス又はトラックで次に掲げるものについ
て、その取得が平成24年３月31日までに行われたときに限り、自動車取得税の税率を、①及び②についてはその
75％、③についてはその50％を軽減することとした。（附則第18条の４関係）

　　①　ディーゼル自動車で平成21年排出ガス保安基準に適合し、かつ、基準燃費性能を満たすもの
　　②　平成17年排出ガス保安基準より75％以上窒素酸化物の排出量が少なく、かつ、基準燃費性能を満たすもの
　　③　平成17年排出ガス保安基準より50％以上窒素酸化物の排出量が少なく、かつ、基準燃費性能を満たすもの
　⑶　ディーゼル自動車で初めて新規登録等を受けるもの以外の取得に係る税率の特例措置について、次のとおり対象
の拡充及び適用期限の延長をすることとした。（附則第18条の４関係）

　　①　車両総重量が2.5トンを超え3.5トン以下のバス又はトラックで⑵①に掲げるものを平成22年８月31日までに取
得した場合に係る税率を１％控除することとした。

　　②　車両総重量が12トンを超えるディーゼル自動車又は車両総重量が3.5トン以下の乗用のディーゼル自動車に係
る税率を１％又は0.5％控除する特例措置の適用期限を平成22年８月31日（現行平成22年３月31日）まで延長す
ることとした。

　　③　車両総重量が3.5トンを超え12トン以下のディーゼル自動車に係る税率を２％控除する特例措置の適用期限を
平成23年８月31日（現行平成22年３月31日）まで延長することとした。ただし、当該自動車の取得が平成22年10
月１日から平成23年８月31日までに行われた場合は税率から１％控除することとした。

　⑷　排出ガス性能及び燃費性能の優れた自動車で初めて新規登録等を受けるもの以外の取得に係る課税標準の特例措
置について、次のとおり対象を拡充し、その適用期限を平成24年３月31日（現行平成22年３月31日）まで延長する
こととした。（附則第18条の６関係）

　　①　車両総重量が2.5トンを超え3.5トン以下のバス又はトラックで⑵②に掲げるものについて、取得価額から30万
円を控除することとした。

　　②　車両総重量が2.5トンを超え3.5トン以下のバス又はトラックで⑵③に掲げるものについて、取得価額から15万
円を控除することとした。

６　軽油引取税
　⑴　当分の間、軽油引取税の税率を１キロリットルにつき32,100円（本則15,000円）とすることとした。（附則第18
条の９関係）

　⑵　平成22年１月以後の連続する３月における各月の揮発油の平均小売価格がいずれも１リットルにつき160円を超
え、揮発油税及び地方揮発油税の税率の特例の適用が停止されることとなった場合には、⑴の税率の適用を停止す
ることとした。（附則第18条の10関係）

　⑶　⑵にかかわらず、平成22年４月以後の連続する３月における各月の揮発油の平均小売価格がいずれも１リットル
につき130円を下回り、揮発油税及び地方揮発油税の税率の特例が適用されることとなった場合には、⑴の税率を
適用することとした。（附則第18条の10関係）

７　自動車税
　⑴　平成11年３月31日までに新車新規登録を受けたガソリン車又はＬＰＧ車について、当該登録を受けた日から起算
して14年を経過する日の属する年度以後の年度において、現行の税率にそのおおむね10％を加算することとした。
（附則第19条関係）

　⑵　平成13年３月31日までに新車新規登録を受けたディーゼル車その他の⑴の自動車以外の自動車について、当該登
録を受けた日から起算して12年を経過する日の属する年度以後の年度において、現行の税率にそのおおむね10％を
加算することとした。（附則第19条関係）
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　⑶　平成22年度及び平成23年度に新車新規登録を受けた電気自動車、一定の排出ガス性能を満たす天然ガス自動車、
プラグインハイブリッド自動車及び基準燃費性能＋25％達成車のうち平成17年排出ガス保安基準より75％以上窒素
酸化物の排出量が少ないものについて、当該登録を受けた年度の翌年度に限り、現行の税率からそのおおむね50％
を軽減することとした。（附則第19条関係）

８　その他所要の規定の整備を行うこととした。
９　施行期日等
　⑴　この条例は、次のとおり施行することとした。
　　①　１⑷、３、５、６及び７　平成22年４月１日
　　②　１⑵、２及び４　平成22年10月１日
　　③　１⑴　平成23年１月１日
　　④　１⑶　平成25年１月１日
　　⑤　１⑸及び８　公布の日
　⑵　この条例の施行に関し所要の経過措置を規定することとした。
　⑶　半島振興対策実施地域における県税の不均一課税に関する条例（平成元年秋田県条例第８号）及び過疎地域にお
ける県税の課税免除に関する条例（平成12年秋田県条例第128号）について所要の規定の整備を行うこととした。

◇秋田県政治資金規正法関係手数料徴収条例の一部を改正する条例（秋田県条例第７号）
１　国会議員関係政治団体に係る少額領収書等の写しに係る写しの交付を受けようとする者から手数料を徴収すること
とした。（第１条及び第２条関係）
２　手数料は、少額領収書等の写しに係る写しを交付するときに徴収することとした。（第３条関係）
３　その他所要の規定の整理を行うこととした。
４　施行期日
　　この条例は、公布の日から施行することとした。

◇秋田県障害者自立訓練センター条例を廃止する条例（秋田県条例第８号）
１　障害者自立支援法（平成17年法律第123号）による精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和25年法律第123
号）の一部改正及び障害者自立支援法第29条第１項に規定する指定障害者支援施設において提供されている自立訓練
サービスの利用状況により、秋田県障害者自立訓練センターを廃止することとした。
２　施行期日
　　この条例は、平成22年４月１日から施行することとした。

◇秋田県看護職員修学資金貸与条例の一部を改正する条例（秋田県条例第９号）
１　秋田県看護職員修学資金の貸与を受けることができる者の要件について、所要の規定の整理を行うこととした。
（第１条の２関係）
２　施行期日
　　この条例は、平成22年４月１日から施行することとした。

◇秋田県宗教法人認証書再交付等手数料徴収条例（秋田県条例第10号）
１　次に掲げる再交付等を受けようとする者から手数料を徴収することとし、その額を定めることとした。（第１条関
係）
　①　宗教法人の規則（以下「規則」という。）又は規則の変更に係る認証書の再交付　申請１件につき　５百円
　②　認証した旨を附記した規則又は規則の変更しようとする事項を示す書類の再交付　申請１件につき　２千円
　③　境内建物又は境内地に該当する旨を証する書類の交付　申請１件につき　３千円
２　手数料は、申請があったときに徴収することとした。（第２条関係）
３　既に徴収した手数料は、還付しないこととした。（第３条関係）
４　災害により規則の認証書等が滅失した場合は、当該認証書等の再交付を受けようとする者については、手数料を免
除することとした。（第４条関係）
５　施行期日
　　この条例は、平成22年４月１日から施行することとした。

◇秋田県男女共同参画センター条例の一部を改正する条例（秋田県条例第11号）
１　秋田県北部男女共同参画センターの位置を大館市字馬喰町48番１に改めることとした。（第２条関係）
２　施行期日

◇ ◇
◇ ◇

◇ ◇
◇ ◇

◇ ◇



－５－

　　この条例は、公布の日から施行することとした。

◇秋田県汚染土壌処理業許可等手数料徴収条例（秋田県条例第12号）
１　土壌汚染対策法（平成14年法律第53号）の規定による次の許可等を受けようとする者から手数料を徴収することと
し、その額を定めることとした。（第１条関係）
　①　汚染土壌処理業の許可　申請１件につき24万円
　②　汚染土壌処理業の許可の更新　申請１件につき22万円
　③　汚染土壌処理施設の種類等の変更の許可　申請１件につき22万円
２　手数料は、申請があったときに徴収することとした。（第２条関係）
３　既に徴収した手数料は、還付しないこととした。（第３条関係）
４　施行期日
　　この条例は、平成22年４月１日から施行することとした。

◇秋田県獣医学生修学資金貸与条例（秋田県条例第13号）
１　この条例は、県の機関において獣医師の業務に従事しようとする者に対し修学のための資金を貸与し、これらの者
が修学することを容易にすることにより、県の機関における獣医師の充実に資することを目的とすることとした。
（第１条関係）
２　修学資金の貸与を受けることができる者は、大学の獣医学を履修する課程に在学し、将来県の機関において獣医師
の業務に従事しようとする意思を有する者とすることとした。（第２条関係）
３　知事は、申請に基づき、契約により、修学資金を貸与することができることとした。（第３条関係）
４　修学資金の貸与を受けようとする者は、連帯保証人を立てなければならないこととした。（第４条関係）
５　知事は、修学生が退学した場合等は、貸与契約を解除することとした。（第５条関係）
６　知事は、修学生が休学し、又は停学の処分を受けたときは、当該休学又は停学の処分に係る期間は、修学資金の貸
与を行わないこととした。（第５条関係）
７　知事は、修学生が在学証明書等を提出しない場合には、修学資金の貸与を一時保留することができることとした。
（第５条関係）
８　被貸与者は、貸与契約が解除された場合等は、貸与を受けた修学資金に利息を付して返還しなければならないこと
とした。（第６条関係）
９　知事は、被貸与者が獣医学を履修する課程に在学している場合等は返還債務の履行を猶予することとし、やむを得
ない事由がある場合等は返還債務の履行を猶予することができることとした。（第７条関係）

10　知事は、一定の要件を満たす被貸与者が県の機関において所定の期間獣医師の業務に従事した場合等は返還債務を
免除することとし、被貸与者が死亡等により返還債務の履行をすることができなくなった場合等は返還債務を免除す
ることができることとした。（第８条関係）

11　被貸与者は、履行期限までに返還債務の履行をしなかったときは、延滞利息を支払わなければならないこととし
た。（第９条関係）

12　在学証明書等の提出について定めることとした。（第10条関係）
13　この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定めることとした。（第11条関係）
14　施行期日
　　この条例は、平成22年４月１日から施行することとした。

◇秋田県地鶏肉生産行程管理者認定等手数料徴収条例を廃止する条例（秋田県条例第14号）
１　農林物資の規格化及び品質表示の適正化に関する法律（昭和25年法律第175号）に基づく日本農林規格より厳しい
基準で行う県の比内地鶏に関する認証制度の普及等により、地鶏肉に係る生産行程管理者の認定等を行わないことと
することに伴い、秋田県地鶏肉生産行程管理者認定等手数料徴収条例を廃止することとした。
２　施行期日
　　この条例は、平成22年３月30日から施行することとした。

◇秋田県民間事業者による設備投資の促進のための臨時措置に関する条例を廃止する条例（秋田県条例第15号）
１　秋田県民間事業者による設備投資の促進のための臨時措置に関する条例（平成11年秋田県条例第13号）を廃止する
こととした。
２　施行期日等
　⑴　この条例は、公布の日から施行することとした。
　⑵　この条例の施行に関し所要の経過措置を規定することとした。
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◇秋田県計量法関係手数料等徴収条例の一部を改正する条例（秋田県条例第16号）
１　出張等に係る経費の額及び徴収方法に関する規定について、所要の規定の整備を行うこととした。（第５条関係）
２　施行期日
　　この条例は、平成22年４月１日から施行することとした。

◇秋田県工業化等促進条例の一部を改正する条例（秋田県条例第17号）
１　工業等導入地区において工業等生産設備を新設し、又は増設する者について事業税、不動産取得税及び固定資産税
の課税免除をする奨励措置を廃止することとした。（第３条関係）
２　その他所要の規定の整理を行うこととした。
３　施行期日等
　⑴　この条例は、公布の日から施行することとした。
　⑵　工業等導入地区及び同意集積区域における県税の課税免除に関する条例（昭和59年秋田県条例第３号）について
所要の規定の整理を行うこととした。

　⑶　この条例の施行に関し所要の経過措置を規定することとした。

◇秋田県緊急雇用創出臨時対策基金条例の一部を改正する条例（秋田県条例第18号）
１　秋田県緊急雇用創出臨時対策基金が対象とする事業に、失業者に対する研修の機会の提供その他就労の支援及び住
宅の確保等に係る事業を加えることとした。（第１条関係）
２　施行期日
　　この条例は、公布の日から施行することとした。

◇秋田県分譲地内の土地の減額譲渡等に関する条例（秋田県条例第19号）
１　県の所有する分譲地（宅地として分割して譲渡する一団の土地をいう。以下同じ。）内の土地及び建物の減額譲
渡、減額貸付け等については、この条例の定めるところによることとした。（第１条関係）
２　分譲地内の土地は、私人において次に掲げる用に供する場合は、これを時価からその２割５分以内を減額した価額
で譲渡することができることとした。（第２条関係）
　①　次に掲げる者（自然人に限る。）の居住の用
　　ア　県外に住所を有する者で県内に住所を変更しようとするもの
　　イ　県外に住所を有していた者で県内に住所を変更した日から３年以内のもの
　②　18歳未満の者を養育している者（妊娠中の女性を含む。）の居住の用
　③　障害者基本法（昭和45年法律第84号）第２条に規定する障害者で当該者の障害の程度が知事の定める基準に該当
するものの居住の用

　④　65歳以上の者と同居し、又は同居しようとする者で知事が定めるものの居住の用
　⑤　社会福祉法（昭和26年法律第45号）第２条に規定する社会福祉事業の用に供する施設の用
　⑥　医療法（昭和23年法律第205号）第１条の２第２項に規定する医療提供施設の用
　⑦　私立学校法（昭和24年法律第270号）第２条第３項に規定する私立学校の施設の用
　⑧　①～⑦に掲げるもののほか、県民の生活の安定、社会福祉の増進その他県の重要な施策の目的の実現に資するも
のとして知事が定める用

３　分譲地内の土地は、私人において２⑤～⑧に掲げる用に供する場合は、これを時価からその２割５分以内を減額し
た価額で貸し付けることができることとした。（第２条関係）
４　分譲地内の土地及び建物は、他の地方公共団体その他公共団体又は公共的団体において公用若しくは公共用又は特
に公益性が高いと認められる事業の用に供する場合は、これを譲与し、若しくは時価からその７割５分以内を減額し
た価額で譲渡し、又は無償若しくは時価からその７割５分以内を減額した価額で貸し付けることができることとし
た。（第３条関係）
５　この条例の施行に関し必要な事項は、知事が定めることとした。（第４条関係）
６　施行期日
　　この条例は、平成22年４月１日から施行することとした。

◇風致地区内における建築等の規制に関する条例の一部を改正する条例（秋田県条例第20号）
１　風致地区内における建築等の行為について知事の許可を要しない法人から秋田県住宅供給公社を除くこととした。
（第２条関係）
２　施行期日
　　この条例は、平成22年４月１日から施行することとした。
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◇秋田県空港管理条例の一部を改正する条例（秋田県条例第21号）
１　秋田空港の立体駐車場に自動車を駐車させる者から駐車料金を徴収することとした。（別表第２関係）
２　第三駐車場の駐車料金の額を引き下げることとした。（別表第２関係）
３　駐車時間が20日以内の場合における１回の駐車の限度額を定めることとした。（別表第２関係）
４　秋田空港における国際航空路線を利用する者に係る駐車料金について、１回の駐車の限度額の特例を定めることと
した。（附則第４項関係）
５　その他所要の規定の整理を行うこととした。
６　施行期日等
　⑴　この条例は、平成22年９月１日から施行することとした。
　⑵　この条例の施行に関し所要の経過措置を規定することとした。

◇市町村立学校職員の給与等に関する条例の一部を改正する条例（秋田県条例第22号）
１　特別急行列車等に係る通勤手当の加算について、支給額を特別急行料金等の全額（現行２分の１）に相当する額に
引き上げるとともに、当該加算を受ける者に新たに職員となった者を加えることとした。（第16条関係）
２　時間外勤務代休時間の新設に伴い、所要の規定の整理を行うこととした。（第20条関係）
３　施行期日等
　⑴　この条例は、平成22年４月１日から施行することとした。
　⑵　この条例の施行に関し所要の経過措置を規定することとした。

◇学校職員の定数に関する条例及び秋田県立特別支援学校設置条例の一部を改正する条例の一部を改正する条例（秋田
県条例第23号）
１　公立小学校等の職員の定数を次のとおりとすることとした。　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人）
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区分

公立小学校

公立中学校

共同調理場

校長及び教員

養護教員

栄養教諭及び学校栄養職員

事務職員

校長及び教員

養護教員

栄養教諭及び学校栄養職員

事務職員

栄養教諭及び学校栄養職員

校長、教員、実習助手及び事務職員

その他の職員

校長、教員、実習助手及び事務職員

その他の職員

改正前

3,639

258

28

263

2,256

133

11

135

83

2,304

106

115

9

職員の定数

改正後

3,516

255

27

259

2,250

131

11

130

82

2,291

108

109

8

増減

△ 123

△ 3

△ 1

△ 4

△ 6

△ 2

－

△ 5

△ 1

△ 13

2

△ 6

△ 1

県立高
等学校

全日制

定時制
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２　県立特別支援学校の職員の定数を次のとおりとすることとした。　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人）

３　施行期日
　　１は平成22年４月１日から、２は公布の日から施行することとした。

◇秋田県議会委員会条例の一部を改正する条例（秋田県条例第24号）
１　総務企画委員会の所管を総務部及び企画振興部に改めることとした。（第２条関係）
２　福祉環境委員会の所管を健康福祉部及び生活環境部に改めることとした。（第２条関係）
３　農林商工委員会の所管を農林水産部及び産業労働部に改めることとした。（第２条関係）
４　学術教育公安委員会の名称を教育公安委員会に改め、同委員会の所管について整理することとした。（第２条関
係）
５　施行期日等
　⑴　この条例は、平成22年４月１日から施行することとした。
　⑵　この条例の施行に関し所要の経過措置を規定することとした。

◇秋田県民の読書活動の推進に関する条例（秋田県条例第25号）
１　この条例は、県民の読書活動の推進に関する施策を総合的かつ計画的に推進し、もって県民一人ひとりの心豊かな
生活と活力ある社会の実現に資することを目的とすることとした。（第１条関係）
２　県民の読書活動の推進に関する基本理念を定めることとした。（第２条関係）
３　県は、県民の読書活動の推進に関する総合的な施策を策定し、及び実施することとした。（第３条関係）
４　県は、県民の読書活動の推進に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、県民の読書活動の推進に関する
基本的な計画（以下「基本計画」という。）を策定することとし、毎年、基本計画により実施した施策を議会に報告
することとした。（第４条関係）
５　県は、県民の読書活動の推進に関する施策を実施するために必要な財政上の措置その他の措置を講ずることとし
た。（第５条関係）
６　県は、県民の読書活動の推進に関する施策が円滑に実施されるよう、市町村が設置する学校又は図書館その他の関
係機関及び民間団体との連携に努めることとした。（第６条関係）
７　この条例の施行に関し必要な事項は、知事が定めることとした。（第７条関係）
８　施行期日
　　この条例は、平成22年４月１日から施行することとした。
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計

通信制 教員及び事務職員

その他の職員

17

1

9,358

18

1

9,196

1

－

△ 162

区分

県立特別支援学校

計

校長、教員、寄宿舎指導員及び事務職員

その他の職員

改正前

941

94

1,035

職員の定数

改正後

940

85

1,025

増減

△ 1

△ 9

△ 10
◇ ◇

◇ ◇
◇ ◇
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条　　　　　　　　例
　 次 に 掲 げ る 条 例 を こ こ に 公 布 す る 。

　 一　 秋 田 県 少 子 化 対 策 基 金 条 例

　 二　 秋 田 県 職 員 定 数 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例

　 三　 一 般 職 の 職 員 の 給 与 に 関 す る 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例

　 四　 職 員 の 勤 務 時 間 、 休 暇 等 に 関 す る 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例

　 五　 秋 田 県 県 税 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例

　 六　 秋 田 県 政 治 資 金 規 正 法 関 係 手 数 料 徴 収 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例

　 七　 秋 田 県 障 害 者 自 立 訓 練 セ ン タ ー 条 例 を 廃 止 す る 条 例

　 八　 秋 田 県 看 護 職 員 修 学 資 金 貸 与 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例

　 九　 秋 田 県 宗 教 法 人 認 証 書 再 交 付 等 手 数 料 徴 収 条 例

　 十　 秋 田 県 男 女 共 同 参 画 セ ン タ ー 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例

　 十 一　 秋 田 県 汚 染 土 壌 処 理 業 許 可 等 手 数 料 徴 収 条 例

　 十 二　 秋 田 県 獣 医 学 生 修 学 資 金 貸 与 条 例

　 十 三　 秋 田 県 地 鶏 肉 生 産 行 程 管 理 者 認 定 等 手 数 料 徴 収 条 例 を 廃 止 す る 条 例

　 十 四　 秋 田 県 民 間 事 業 者 に よ る 設 備 投 資 の 促 進 の た め の 臨 時 措 置 に 関 す る 条 例 を 廃 止 す る 条 例

　 十 五　 秋 田 県 計 量 法 関 係 手 数 料 等 徴 収 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例

　 十 六　 秋 田 県 工 業 化 等 促 進 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例

　 十 七　 秋 田 県 緊 急 雇 用 創 出 臨 時 対 策 基 金 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例

　 十 八　 秋 田 県 分 譲 地 内 の 土 地 の 減 額 譲 渡 等 に 関 す る 条 例

　 十 九　 風 致 地 区 内 に お け る 建 築 等 の 規 制 に 関 す る 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例

　 二 十　 秋 田 県 空 港 管 理 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例

　 二 十 一　 市 町 村 立 学 校 職 員 の 給 与 等 に 関 す る 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例

　 二 十 二　 学 校 職 員 の 定 数 に 関 す る 条 例 及 び 秋 田 県 立 特 別 支 援 学 校 設 置 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例

　 二 十 三　 秋 田 県 議 会 委 員 会 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例

　 二 十 四　 秋 田 県 民 の 読 書 活 動 の 推 進 に 関 す る 条 例

　 　 平 成 二 十 二 年 三 月 三 十 日

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 秋 田 県 知 事　 佐　 竹　 敬　 久　
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